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１．燃焼機器への影響調査について
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 熱量バンド制に移行した場合の燃焼機器（ガスエンジン・工業炉・空調機・業務用燃焼機器・家庭
用燃焼機器・燃料電池）への安全面・性能面等の影響、影響のある燃焼機器の対応策の検討
等を実施。具体的な調査内容は以下の通り。

（１）熱量バンド制に移行した場合の燃焼機器への安全面・性能面等の影響調査

• 本調査を実施する際のバンド幅は、第８回ガス事業制度検討ＷＧ（2019年6月5日）で選択
肢とした
① 43～45ＭＪ/㎥（中央値±２％）
② 42～46ＭＪ/㎥（中央値±５％）
③ 40～46ＭＪ/㎥（中央値±７％）
の３種類のバンド幅での影響を調査。

（２）影響のある燃焼機器の対応策の検討

（３）熱量バンド制への移行を検討するための留意事項等の整理

※ 本資料Ｐ６～Ｐ１４の「発生及び想定される事象」においては、青字:実機での検証結果、黒字:
ヒアリング結果として記載。



（参考）調査対象機器の設計仕様
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現行の機器の設計仕様 都市ガスの
利用方法性能 安全性

ガスエンジン[出力:200～9000ｋW]

標準
熱量値

都市ガスの供給管理幅

熱量&成分

工
業
炉

工業炉(一般) 熱量

雰囲気ガス発生装置(浸炭用) 成分

ガラス炉 熱量&成分

空
調
機

吸収冷温水機 熱量

ガスヒートポンプ(以下、GHP） 熱量

家庭用燃焼機器 37.05MJ/㎥,39.14MJ/㎥,49.15MJ/㎥
（法令･JIS S 2093) 熱量

業務用燃焼機器 37.05MJ/㎥,39.14MJ/㎥,49.15MJ/㎥
（JIS S 2093) 熱量

燃料電池 一般ガス供給約款における供給ガスの熱量 熱量&成分

 ガス機器は、供給されるガスの熱量が一定であることを前提に製品設計しており、熱量の急激な変化は想定して
いない。また、燃料としての利用だけでなく、ガスの成分を利用している機器もある。

 製品開発時の想定を超えた、熱量の供給・変動等が発生すれば機器への影響が発生することが想定される。

ガス機器の設計仕様・都市ガスの利用方法





２．熱量変動によるガス機器への影響について
 ガス機器の熱量変動による影響を「性能」「安全性」「製品品質」の視点にて評価。
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性能 安全性 製品品質※1

43～45MJ/㎥ 42～46MJ/㎥ 40～46MJ/㎥ 43～45MJ/㎥ 42～46MJ/㎥ 40～46MJ/㎥ 43～45MJ/㎥ 42～46MJ/㎥ 40～46MJ/㎥

±2% ±5% ±7% ±2% ±5% ±7% ±2% ±5% ±7%
ガスエンジン[出力:200～9000ｋW] ▲ ✕ ✕ ▲ ✕ ✕ ▲ ✕ ✕

工
業
炉

工業炉
(一般)

工業用燃焼炉(一般） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
鉄鋼加熱炉/銅加熱炉/RTバーナ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
セラミック/窯業関連工業炉※2 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ✕ ▲ ▲ ✕

雰囲気ガス発生装置(浸炭用) ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ✕ ✕
ガラス炉 ✕ ✕ ✕ ✕ ✕ ✕ ✕ ✕ ✕

空調機 吸収冷温水機 ✕ ✕ ✕ ▲ ✕ ✕ ✕ ✕ ✕
GHP ▲ ✕ ✕ ▲ ✕ ✕ ▲ ✕ ✕

業務用
燃焼機器

レンジ ▲ ▲ ✕ ○※3 ○※3 ▲ ▲ ▲ ✕
立体炊飯器 ▲ ▲ ✕✕ ○※3 ○※3 ○※3 ▲ ✕ ✕✕
連続炊飯装置 ▲ ✕ ✕ ○※3 ○※3 ○※3 ▲ ✕ ✕
麺ゆで器 ▲ ▲ ✕ ○※3 ○※3 ○※3 ▲ ▲ ✕
ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ ▲ ▲ ✕ ○※3 ○※3 ○※3 ▲ ▲ ✕

小型焼物器 ▲ ▲ ✕ ○※3 ○※3 ○※3 ▲ ▲ ✕
大型連続焼物器 ▲ ▲ ✕ ○※3 ○※3 ○※3 ▲ ✕ ✕

家庭用
燃焼機器

こんろ ○ ▲ ✕✕ ○ ○ ▲ ○ ▲ ✕✕
炊飯器･ガスオーブン ○ ○ ▲ ○ ○ 〇 ○ ○ ▲
温水機器 ○ ▲ ✕✕ ○ ▲ ✕✕ ○ ▲ ✕✕
ガス暖房機器 ○ ▲ ✕ ○ ○ 〇 ○ ▲ ✕
衣類乾燥機 ○ ▲ ✕ ○ ○ 〇 ○ ▲ ✕

燃料電池 家庭用・業務・産業用 ▲ ✕✕ ✕✕ ○※4 ○※4 ○※4 ▲ ✕✕ ✕✕
○：影響なし ▲：影響の可能性がある ✕：影響あり（ヒアリング結果） ✕✕：影響あり（実機検証結果）

※1：工業炉、業務用燃焼機器については、該当製品を用いて製造される商品。空調機などは、コントロールされる空気。
※2：ガラス炉を除く
※3：第三者認証品など、家庭用の基準であるJIS S 2103 等の規格に準拠するよう開発されている機器に限る。
※4：不安全な状態に至る前に自動停止となるシステムとなっているため、「影響なし」の評価(運転が継続できず本来の機能が発揮できない)
※5：表に記載のガス機器は、安全面・性能面等の影響が大きいと考えられる主な燃焼機器例であり、国内で使用されている全てのガス機器を網羅している訳ではない。
※6：当該評価は、機器毎の大半を占める評価を表しているものであり、中には異なる評価の機器も存在する。









３．熱量変動による機器別の特徴的な影響例について（４）業務用燃焼機器
 家庭用機器の基準であるJIS S 2093※等の規格に準拠するよう開発されている機器については安全面に関する

影響は小さい（ただし、業務用燃焼機器は特別仕様の製品も多く存在する）。
※家庭用ガス燃焼機器の試験方法やそれに用いる試験ガスを記載

 熱量変動の影響により加熱時間の過不足が発生するため、時間制御・コンベアスピードにて調理時間を設定する
機器については、性能面への影響が大きい。
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発生及び想定される事象

安
全
面

家庭用燃焼機器の基準であるJIS S 2103等の規格に準拠するよう開発されている機器にあっては安全面への影響が出にくい。ただし、裸火の構造を持つレン
ジについては、使用環境によっては、一次空気不足で火が伸びている状態で熱量が増加する側に変動すると、炎が大きくなることで、着衣着火や排気筒より炎が
あふれ出て壁を加熱する懸念がある。

 また、業務用燃焼機器は特別仕様の製品も多く存在し、それらの機種が標準熱量での開発となっている場合、熱量の変動によりCOの発生や不着火など燃焼
不良が発生する可能性がある。

性
能
面

調理時間の変化・調理の仕上がりのばらつきが発生する（熱量の変動が大きいほど影響が大きい)。また、製品不良があった
場合、食品ロスによる損失の発生、顧客との信頼関係の低下についても懸念がある。

そ
の
他

食品衛生法で要求されている食品温度まで加熱できない場合がある。

対応策

 食品衛生法で要求されている食品温度の加熱を満たすために、加熱時間を最低熱量に合わせることが考えられるが、最低熱量以外で供給されている状態では、加熱
過多となり食味が落ち商品価値の低下につながる。

 対策については、供給されているガスの熱量を機器へのフィードバックが可能であれば、新規技術(熱量変動に追従した火力調整)により対策が可能と考えるが、
開発・検証が必要。

【普及台数：（レンジ）約40,000台、（立体炊飯器）約13,000台、（連続炊飯装置）約3,000台、（麵ゆで器）約26,000台、（スチームコンベクションオーブン）約15,000台】

レンジ〈例〉













 供給ガスの組成などについて
• 熱量の変動のみでの検討となっているが、熱量以外にもガス機器が受ける要因(ガス組成・メタン価・MCPなど)があるため、こちらの範囲についても管理
が必要。

 対策不可/困難の取扱い
• 工場等の敷地の問題により、オンサイト熱調・LPガスへの転換さえも対応出来ない所が多数ある。

 LPガスへの変換・オンサイト熱調について
• 高圧ガス保安法により管理責任者(高圧ガス取扱者の資格保有が必須)の選任が必要。
• 設備維持費(オンサイト熱調設備・LPガス設備）の発生。

 既存ガス機器への対応
• 部品メーカーの部品供給能力(既存製品への対策用の部品製造能力)。

(吸収冷温水機や、ボイラーのバーナーメーカーについては同一業者への発注多いため、時期が集中した場合には対応が難しい。）
• 人員確保の問題により現地対策については時間が必要。
• 既存製品への対策については、製造・営業を止める必要があるため、休業補償などの要求が懸念される。
• メーカーの廃業・撤退などにより、対策がとれない。

 法律関係
• NOx値が上昇し、環境規制値（大気汚染防止法、各自治体条例・指導要綱）を上回る可能性がある。
• 省エネ法で定めるエネルギー消費効率改善の目標(年１％)が達成できなくなる可能性がある。

 その他
• 対応製品が完成するまでには開発・検証のためのリードタイムが必要となる。
• メーカーが定める品質保証基準の見直しが必要。
• 顧客との信頼関係・製品価値の低下についても懸念される。
• 費用対効果（「省エネ性の低下、熱量の低下により使用するガス使用量の増加」「熱量バンド制対応のため発生する開発コスト等の機器価格への転
換」等）
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（参考）影響調査を踏まえた熱量バンド制に移行する場合の懸念点について




